
使用者の皆様へ

栃木県労働委員会・栃木県・厚生労働省栃木労働局

従業員を雇用する場合のお約束
使用者は、従業員（労働者）を採用するときは、次の労働条件を明示しなければなりません。

①契約期間　　　　　　　　　　　　
②期間の定めがある契約を更新する場合の基準 ※２
③就業場所及び従事する業務　　　　
④始業・終業時刻、休憩、休日などに関する事項　
⑤賃金の決定方法、支払時期などに関する事項　　
⑥退職（解雇の事由を含む。）に関する事項
⑦昇給の有無 ※３
⑧退職手当の有無 ※３
⑨賞与の有無 ※３
⑩相談窓口 ※３

⑪昇給に関する事項

※１ 労働者が希望した場合、FAXや
　　 電子メールなどの方法でも可能。

ただし、書面として出力できる
ものに限る。

※２ 有期雇用の場合
※３ パート・有期雇用の場合

・就業規則は、労働者への周知が必要です（作業場の見やすい場所に掲示するなど）。
・就業規則には、必ず上記④～⑥を記載します。退職手当や賞与などを定めた場合も記載が必要です。

・退職手当
・賞与
・休職　など

【参考】労働条件明示のルール
（厚生労働省）

【参考】モデル就業規則（厚生労働省）

【参考】労働契約（契約の締結、労働条件の変更、解雇等）に関する法令・ルール（厚生労働省）

（厚生労働省）

ココもチェックまる～！

労働条件の明示労働条件の明示

就業規則の周知・記載内容就業規則の周知・記載内容

　変更は、原則として個々の労働者と使用者の合意が必要ですが、例外として就業規則の変更による方法が
可能です。
〔原則〕 個々の労働者と使用者の合意による変更の場合は、就業規則に定める労働条件を下回ることは
　　　  できません。
〔例外〕 変更後の就業規則を労働者に周知し、かつ、就業規則の変更に係る事情に照らして合理的
　　　　なものであるときに限り、認められます。

○「建設業」、「自動車運転者」及び「医師」の時間外労働の上限規制
　　猶予されていた規制が、令和６年４月から適用されます。
○労働組合からの団体交渉の申入れ
　使用者が正当な理由なく拒むと、労働組合法上の不当労働行為になります。
　困ったり、法律がよく分からないときは、まず労働委員会に相談してください。

労働契約の内容である労働条件を変更するとき労働契約の内容である労働条件を変更するとき

必ず明示必ず明示 定めた場合に明示定めた場合に明示
原則として書面で交付 ※1原則として書面で交付 ※1

令和 6年 4月から追加令和 6年 4月から追加
・就業場所と従事すべき業務の変更の範囲
・更新上限の有無と内容(通算契約期間又は
有期労働契約の変更回数の上限など) ※２

・無期転換申込機会 ※２
・無期転換後の労働条件 ※２

【参考】
時間外労働の
上限規制



職場の労働問題でお困りの場合は､次の各機関･団体に御相談ください｡
なお､労働委員会､栃木労働局及び司法書士会には､紛争解決制度があります｡

相談窓口のご案内
▶栃木県労働委員会

０２８－６２３－３３３７
▶栃木県（産業労働観光部労働政策課）

０２８－６２３－３５３５

▶厚生労働省栃木労働局（総合労働相談コーナー）
０２８－６３３－２７９５

　各労働基準監督署（県内７カ所※）にも「総合労働相談コー
ナー」があります。
　※ 宇都宮、足利、栃木、鹿沼、大田原、日光、真岡

▶日本司法支援センター法テラス栃木
０５７０－０７８３１８

　　　　　　　   （制度により利用条件があります。）

▶栃木県弁護士会（法律相談センター）
０２８－６８９－９００１

▶栃木県司法書士会
０２８－６１４－１１２２

▶栃木県社会保険労務士会
０２８－６４７－２０２８

　サービス内容や制度の詳細については、各機関・団体に問い合わせてください。

R6.3 労委

労働問題の相談窓口


